
　本市では、人口減少や少子高齢化に伴い都市構造が
変化し、空き地や空き店舗が増加するなど、中心市街地
のにぎわいが失われつつある厳しい状況にあります。
　また、中心市街地に立地する迫庁舎等の施設は老朽
化が進み、今後どのように維持・更新していくのかが大
きな課題となっています。
　こうした課題に対応するため、公共施設を再編し、多
機能型複合施設として（仮称）地域交流センターを整備
し、世代を超えた交流の場と活動の拠点を作ることで、

中心市街地の活性化と持続可能なまちづくりを目指
し、取り組みを進めてきました。
　しかし、今後も人口減少が見込まれる中、多額の事業
費を投じる施設整備の必要性やそれに伴う将来の財政
負担、建設予定地の災害対策への懸念もあるため、（仮
称）地域交流センター整備に係る基本設計を進める一
方、既存庁舎の修繕による将来的な財政負担を把握す
る現況調査を実施してきました。これらの成果を踏ま
え、今後の事業の方向性をお知らせします。

　庁舎における将来の財政需要（修繕費）
を把握するため、登米市公共施設等総合管
理計画の個別計画に基づき、中田・南方・登
米・石越庁舎の建物および設備の劣化や不
具合状況等を調査しました。
　この調査では、各庁舎の劣化度、危険度、
施設への影響度をそれぞれ評価するとと

もに、評価結果を総合的に判断し、修繕の
優先度を付けながら施設の目標使用年数
（65年）までの修繕費を算出しています。
　調査の結果、屋根や外壁、空調設備等修
繕の優先度が高い評価項目が全体の半数
を超えるなど、４庁舎に必要な修繕費の合
計は約140.2億円となっています。



　（仮称）地域交流センター整備事業については、将来
的な財政負担や建設予定地周辺の浸水被害リスクと
いった懸念事項に関する議論が十分ではない状況を踏
まえ、改めて施設の必要性を検討してきました。
　その結果、「既存施設を継続利用」する場合と「（仮称）
地域交流センターを建設」する場合の２パターンで比
較したところ、「（仮称）地域交流センターを建設」する
場合の方が市の実質的負担が少ないことが明らかにな
りました。また、施設建設により浸水対策が講じられる
ほか、宮城県の長沼川河川改修事業や本市の道路側溝
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事業により、周辺エリアの浸水被害リスクに
対しても、一定程度の低減が見込まれます。

　一方、人口減少が続く中で合併前の旧町で建設した
施設の更新時期が順次到来し、国からの財政支援の見
通しが立たないことから、維持更新に伴う将来的な負
担増加が懸念されています。
　これらを総合的に勘案し、次世代に大きな負担を残
さないため、まちづくりの核となる施設として、（仮称）
地域交流センター整備を推進していきます。今後は、建
設コストの動向を注視しながら計画的かつ着実に事業
に取り組みます。本市の最上位計画である「第三次登米
市総合計画」の実現を目指した取り組みを通じて、登米
市に「生まれて良かった、住んで良かった」と感じてもら
えるよう、持続可能なまちづくりを推進していきます。
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